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使用するデフレータ－について

●工事費
⇒ ｢国土交通省所管土木工事費デフレータ－｣の各公団ごとの数字

ただし、本四公団については、昭和 年以前のデフレータ－が存在しな59
いため、他の３公団のデフレーターを対象とした重回帰分析により推計し
たデフレーターを使用する。

●補償費
⇒「国土交通省所管土木補償費デフレータ－｣の各公団ごとの数字

ただし、本四公団については、昭和 年以前のデフレータ－が存在しな59
いため、次のデフレータ－で代替する。

・漁業補償 ⇒ 卸売物価指数（生鮮食品の魚介類）
・それ以外 ⇒ 建設工事費デフレータ－（建設総合）

（理由）
・本四公団の補償費の約 は漁業補償であること。1 2/
・明石大橋関連（神戸西～洲本）の例を見ると、漁業補償を除く補償費
の約８割が建物又は工作物の移転補償であり、それ以外のものはごく
わずかであること。
・｢国土交通省所管土木補償費デフレーター｣の作成にあたり、漁業補償
についてはＨ10年から｢消費地水産物流統計（生鮮魚介）｣，Ｈ9年まで
は｢卸売物価指数（生鮮食品の魚介類）｣が、建物又は工作物の移転補
償については｢建設工事費デフレーター（建設総合）｣が用いられてい
ること。

●関連街路分担金（首都公団、阪神公団）
⇒ ｢国土交通省所管土木事業費デフレーター｣の｢街路Ⅰ｣の数字

●一般旅客定期航路事業等交付金（東京湾アクアライン、本四公団）
１号（不用資産の売却損補填）⇒ 国民経済計算ＧＤＰデフレーター
２号（桟橋等の撤去費用） ⇒ 建設工事費デフレーター（建設総合）
３号Ａ（営業利益補填） ⇒ 国民経済計算ＧＤＰデフレーター

Ｃ（時価・簿価差額補填）
３号Ｂ（改造費用） ⇒ 建設工事費デフレーター（建設総合）
４号（割増退職金） ⇒ 賃金指数（船員計）
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